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１．島田市の概略 

 

 島田市は静岡県の中央部、大井川の流域に位置しています。北部には南アルプスへ続く山々が連なり、南

西には緑豊かな牧之原台地が広がります。また、南アルプスに源を発し、駿河湾にそそぐ大井川が市内を流

れています。 

 かつては榛原郡、志太郡の 40 の村・集落から廃置合併を繰り返し、最近では、平成 17 年５月５日に島田

市と金谷町が合併し新島田市が誕生し、また平成 20 年４月１日には川根町全域を編入する合併を行い、現

在の行政区域となっています。 

 

                            ◇島田市の位置（市役所） 

                              東経 138 度 10 分 34 秒 

                              北緯  34 度 50 分 11 秒 

                              海抜  56.4 ｍ 

                            ◇島田市の面積 

                                   315.70 ｋ㎡ 

                            ◇島田市の広がり 

                              東西   約 23 ｋｍ 

                              南北   約 31 ｋｍ 

                            ◇住民基本台帳による人口及び世帯数 

                              人 口   96,130 人 

                                男   47,111 人 

                                女   49,019 人 

                              世帯数   39,210 世帯 

                             (注)令和 5年 3月 31 日現在、外国人含む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国道 1号線 

新東名高速道路 

東名高速道路 

東海道本線 

東海道新幹線 

富士山静岡空港 

大井川鐡道 

かどで 
ごうかく 
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２．一般概況 

（１）国民健康保険等の変遷 

年月日 内     容 

S30. 1. 1 島田市と旧六合村・大津村・大長村・伊久身村（分村）の合併に伴い、既に事業実施中

の旧村４地区を対象とした国保事業を実施 

35. 1. 1 島田市全市で国保事業実施 

38.12. 1 島田市の全世帯主、全疾病の 7 割給付の実施 

41.12. 1 島田市国民健康保険直営大長診療所の廃止 

42. 3. 1 島田市国民健康保険直営六合診療所の廃止 

47. 4. 1 島田市国民健康保険税の納期を 10 回から 6 回に変更 

62       島田市国民健康保険条例改正 14 条 被保険者証の返還 

63. 4. 1 島田市国民健康保険税、仮算定廃止に伴い納期月を変更（7,8,9,11,12,2 月） 

H 1 島田市、国の指定を受けヘルスパイオニアタウン事業開始（3年継続） 

3. 4. 1 島田市、国の指定を受けヘルスパイオニアタウンパートⅡ事業開始（3年継続） 

4. 4. 1 島田市、国の指定を受けヘルスパイオニアタウンパートⅠ（2次分）事業開始（2 年継

続） 

7. 4. 1 島田市国民健康保険税条例の改正 

国保税按分率及び賦課限度額（50 万円）を改定、納付回数を 6回から 8回に改定 

8. 4. 1 減額賦課・控除基準額 23 万 5 千円から 24 万円に改める 

9. 4. 1 賦課限度額 52 万円から 53 万円に改定 

10. 4. 1 島田市国民健康保険税条例の一部改正 

所得割率を 100 分の 4.60 から 100 分の 5.10 に改定 

均等割額を 13,200 円から 18,000 円に改定 

平等割額を 14,400 円から 18,000 円に改定 

賦課限度額を 50 万円から 53 万円に改定 

15. 4. 1 島田市国民健康保険税条例の一部改正 

所得割率を 100 分の 5.10 から 100 分の 6.00 に改定 
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均等割額を 18,000 円から 24,000 円に改定 

平等割額を 18,000 円から 22,800 円に改定 

16. 4. 1 市民課国保担当が国保年金係、国保税係の 2係となる 

17. 5. 5 旧島田市、旧金谷町が合併し、新島田市誕生 

国保年金課が独立 国保年金係、国保税係の 2 係で構成 

国民健康保険税賦課納付方式は、1 市 2方式を採用（不均一課税） 

人間ドックの契約健診機関を 4 箇所とし、すべて定率 7割助成とした 

脳ドック助成を開始 

18. 4. 1 島田市国民健康保険税条例の制定 

 島田地区、金谷地区の国民健康保険税率を統一 

所得割率を 100 分の 6.0 から 100 分の 6.1 に改定 

平等割額を 22,800 円から 24,000 円に改定 

 介護納付金賦課限度額を 70,000 円から 80,000 円に改定 

20. 4. 1 旧川根町が島田市に編入合併 

国保年金課が市民課に統合 

国民健康保険税の税率改正 

基礎課税額 

所得割率を 100 分の 6.1 から 4.2 に改定 

資産割率を 100 分の 25.0 から 20.0 に改定 

均等割額を 24,000 円から 22,200 円に改定 

平等割額を 24,000 円から 16,800 円に改定 

賦課限度額を 530,000 円から 470,000 円に改定 

後期高齢者支援金等課税額（新設） 

所得割率 100 分の 1.5 

均等割額 6,600 円 

平等割額 6,600 円 

賦課限度額 120,000 円に設定 

介護納付金課税額 

所得割率を 100 分の 1.0 から 1.4 に改定 

均等割額を 6,000 円から 12,600 円に改定 

資産割額を廃止 
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平等割額を廃止 

賦課限度額を 80,000 円から 90,000 円に改定 

第１期特定健康診査等実施計画策定 

22. 4. 1 島田市国民健康保険税条例の一部改正 

介護納付金賦課限度額を 90,000 円から 100,000 円に改定 

非自発的失業者の保険税軽減開始 

23. 4. 1 島田市国民健康保険税条例の一部改正 

基礎課税賦課限度額を 470,000 円から 500,000 円に改定 

後期高齢者支援金賦課限度額を 120,000 円から 130,000 円に改定 

人間ドック助成額を 7割から定額（20,000 円）に変更 

脳ドック助成額を 7 割から定額（10,000 円）に変更 

出産育児一時金受取代理制度の運用を開始 

24. 4. 1 市民課から独立、国保年金課となる 

国民健康保険税の税率改正 

基礎課税額 

所得割率を 100 分の 4.2 から 5.1 に改定 

均等割額を 22,200 円からに 27,800 円に改定 

平等割額を 16,800 円から 21,600 円に改定 

賦課限度額を 500,000 円から 510,000 円に改定 

後期高齢者支援金等課税額 

所得割率 100 分の 1.5 から 1.9 に改定 

均等割額 6,600 円から 8,000 円に改定 

平等割額 6,600 円から 8,000 円に改定 

賦課限度額 130,000 円から 140,000 円に改定 

介護納付金課税額 

所得割率を 100 分の 1.4 から 1.8 に改定 

賦課限度額を 100,000 円から 120,000 円に改定 

高額療養費の外来現物給付を開始 

７月 住基法の改正に伴い、外国人住民の国保適用の変更 

25. 4. 1 第２期特定健康診査等実施計画策定 
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26. 9. 1 全国健康保険協会静岡支部と「健康づくり推進に向けた事業連携に関する協定」を締

結 

27. 3   島田市国民健康保険データヘルス計画策定 

27. 4. 1 保健事業係を新設 

国民健康保険税の賦課限度額の改定 

後期高齢者支援金等課税額 

 賦課限度額を 140,000 円から 160,000 円に改定 

介護納付金課税額 

 賦課限度額を 120,000 円から 140,000 円に改定 

５割、２割軽減の対象となる所得基準額を引上げ、法定軽減対象世帯を拡大 

27. 5. 7 コンビニ収納を開始 

28．4. 1 国民健康保険税の賦課限度額の改定 

基礎課税額 

 賦課限度額を 510,000 円から 520,000 円に改定 

後期高齢者支援金等課税額 

 賦課限度額を 160,000 円から 170,000 円に改定 

介護納付金課税額 

 賦課限度額を 140,000 円から 160,000 円に改定 

５割、２割軽減の対象となる所得基準額を引上げ、法定軽減対象世帯を拡大 

29. 3   第２期島田市国民健康保険データヘルス計画策定 

29．4. 1 国民健康保険税の賦課限度額の改定 

基礎課税額 

 賦課限度額を 520,000 円から 540,000 円に改定 

後期高齢者支援金等課税額 

 賦課限度額を 170,000 円から 190,000 円に改定 

５割、２割軽減の対象となる所得基準額を引上げ、法定軽減対象世帯を拡大 

30. 3    第３期島田市国民健康保険特定健康診査等実施計画策定 

31. 3 第２期島田市国民健康保険データヘルス計画改訂 
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31. 4. 1 国民健康保険税条例の改正 

基礎課税額分 

資産割廃止 

所得割率を 100 分の 5.1 から 6.6 に改定 

（経過措置有：H31 5.1 ・ R2 5.8 ・ R3 6.2） 

 賦課限度額を 540,000 円から 580,000 円に改定 

５割、２割軽減の対象となる所得基準額を引上げ、法定軽減対象世帯を拡大 

特定健康診査の自己負担額無償化  

R2. 4. 1 国民健康保険税の賦課限度額の改定 

基礎課税額 

 賦課限度額を 580,000 円から 610,000 円に改定 

５割、２割軽減の対象となる所得基準額を引上げ、法定軽減対象世帯を拡大 

窓口業務の包括委託を開始 

若年層（35～39 歳）の特定健康診査、特定保健指導を開始 

2. 4. 2 国民健康保険条例の改正 

傷病手当金支給制度創設（新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策関連） 

2．8．1 被保険者証と高齢受給者証を一体化 

3．4．1 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施関係事業を本格実施 

国民健康保険税の賦課限度額の改定 

基礎課税額 

 賦課限度額を 610,000 円から 630,000 円に改定 

介護納付金課税額 

 賦課限度額を 160,000 円から 170,000 円に改定 

3.10．1 オンライン資格確認の本格運用開始 

4．4．1 未就学児均等割分の国民健康保険税の軽減措置を開始 

減塩普及啓発事業（島田市国保ＴＥ・Ａプロジェクト）を開始 

オンラインでの申請等の受付を開始（人間ドック費用助成） 

5. 1．1 公金受取口座登録制度の本格運用開始 

5．4．1 組織改編により国民健康保険税の収納・徴収業務を納税課に移管 

国民健康保険係を保険給付係に改め、資格管理業務を保険税係に移管 
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出産育児一時金を 42 万円から 50 万円に引上げ 

国民健康保険税の賦課限度額の改定 

基礎課税額 

 賦課限度額を 630,000 円から 650,000 円に改定 

後期高齢者支援金等課税額 

 賦課限度額を 190,000 円から 200,000 円に改定 

５割、２割軽減の対象となる所得基準額を引上げ、法定軽減対象世帯を拡大 
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（２）国保事務機構と職員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  国保年金課事務分掌（国民健康保険事業関係） 

係名 事務内容 

保険給付係 ・事業運営 ・保険給付 ・財務管理 

保健事業係 ・特定健診 ・特定保健指導 ・保健事業 

保険税係 ・保険税の賦課 ・資格管理 

 

市
長 

副
市
長 

健
康
福
祉
部
長 

国民健康保険運営協議会 14 人 

国保年金課長 保険給付係 5 人 

保健事業係 4 人 

保険税係 6 人 

後期高齢者医療・年金係 

 6 人 

長寿介護課長 
保険給付係、認定指導係 

 10 人 

支
所 

金谷南地域 

総合課長 

地域総合係 5 人 

金谷北地域 

総合課長 

地域総合係 3 人 

川根地域 

総合課長 

地域総合係 5 人 

行
政
経
営
部
長 

納税課長 収納担当 6 人 

徴税担当 6 人 
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（３）島田市国民健康保険運営協議会 

 

１ 審議事項 

○一部負担金の負担割合に関する事項 

○保険税の賦課方法に関する事項 

○保険給付の種類及び内容に関する事項 

○保健事業の実施大綱の策定に関する事項 

○その他国民健康保険事業の運営に関する重要な事項 

 

２ 委員構成 

○被保険者を代表する委員      ４人 

○保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ４人 

○公益を代表する委員   ４人  

○被用者保険等保険者を代表する委員 ２人 

 

３ 委員名簿 

○会  長   林 邦彦 

○会長代理   岡村 修 

○任  期   ３年 （令和 3 年 6 月 1 日～令和 6 年 5 月 31 日） 

                                              

（敬称略） 

区  分 氏  名 備  考 

被保険者を代表する委員 

水 野 京 子  

高 野 由 美  

土 屋 直 亮  

鈴 木 三枝子  

保険医又は保険薬剤師を 

代表する委員 

田 口 博 之 島田市医師会 

坂 井 敏 明 榛原医師会 

川 端 泰 三 島田歯科医師会 

林   拓 郎 島田市薬剤師会 

公益を代表する委員 

松 木 正 幸 島田地区自治会長 

林   邦 彦 島田地区自治会長 

山 下 雅 男 島田市民生児童委員 

岡 村   修 島田市商工会 

被用者保険等保険者を 

代表する委員 

今 泉 菜穂子 全国健康保険協会静岡支部 

富 永 安 裕 健康保険組合連合会静岡連合会 
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（４）市内保険医療機関 

1.医療機関数及び医療従事者数                  （各年度４月１日現在） 

区分 施設 病床 医科医師 歯科医師 薬剤師 

年 度 R4 R5 R4 R5 R4 R5 R4 R5 R4 R5 

病 院 1 1 445 445 108 108 2 2 27 29 

診療所 52 50 20 20 68 67 － － － － 

歯科診療所 35 34 － － － － 40 39 － － 

薬 局 56 55 － － － － － － 90 88 

合 計 144 140 465 465 176 175 42 41 117 117 

※薬剤師数は薬剤師会の会員のみ 

 

2.医師密度                          （各年度４月１日現在） 

区  分 人  口 被保険者数 

年  度 R4 R5 R4 R5 

医科医師１人当たり 550 人 549 人 110 人 104 人 

歯科医師１人当たり 2,304 人 2,345 人 459 人 442 人 
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３．事業概況 

（１）被保険者 

①加入状況                            （単位：人、世帯） 

年度 
①市全体 ②国民健康保険 ③加入率（②/①） 

人口 世帯数 被保険者数 世帯数 人数 世帯数 

H30 98,546 37,942 20,973 13,029 21.28% 34.34% 

R01 98,041 38,300 20,291 12,731 20.70% 33.24% 

R02 97,470 38,618 19,816 12,528 20.33% 32.44% 

R03 96,769 38,766 19,266 12,363 19.91% 31.89% 

R04 96,130 39,210 18,118 11,945 18.85% 30.46% 

 

②被保険者の事由別異動状況                     

 ア．資格取得（増加）                                          （単位：人） 

年度 転入 社保離脱 生保廃止 出生 後期離脱 その他 合計 

H30 605 3,067 21 48 2 206 3,949 

R01 621 3,105 16 76 0 199 4,017 

R02 486 3,049 19 48 2 142 3,746 

R03 459 2,865 17 42 0 161 3,544 

R04 710 2,769 33 41 1 135 3,689 

 

 イ．資格喪失（減少）                                          （単位：人） 

年度 転出 社保加入 生保開始 死亡 後期加入 その他 合計 

H30 438 2,626 31 145 1,124 425 4,789 

R01 462 2,557 47 154 1,035 443 4,698 

R02 396 2,404 45 147 827 402 4,221 

R03 384 2,222 55 146 961 326 4,094 

R04 422 2,444 49 143 1,483 296 4,837 
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（２）保険給付 

①療養の給付                           （単位：件、円） 

年度 件数 費用額 
保険者 

負担分 
一部負担金 

他法負担分 

他法優先 国保優先 

H30 409,706 7,533,438,633 5,510,338,104 1,924,634,720 0 98,465,809 

R01 396,549 7,548,480,083 5,543,587,242 1,935,693,590 0 69,199,251 

R02 374,134 7,258,514,692 5,334,462,504 1,848,333,973 0 75,718,215 

R03 385,997 7,432,892,431 5,472,631,687 1,879,291,567 0 80,969,177 

R04 376,403 7,311,272,308 5,393,545,481 1,824,155,488 0 93,571,339 

 

②療養費の支給         （単位：件、円） 

年度 件数 費用額 

H30 7,294 63,908,544 

R01 7,030 55,585,139 

R02 6,461 52,350,856 

R03 6,331 51,819,781 

R04 5,832 46,957,847 

 

③高額療養費等の支給                       （単位：件、円） 

年度 
高額療養費 高額療養費（外来年間合算） 高額介護合算療養費 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

H30 13,800 720,770,128 36 377,284 8 102,248 

R01 14,005 763,713,880 76 2,059,934 31 597,084 

R02 13,478 740,586,581 93 2,574,508 23 337,178 

R03 13,407 748,873,033 82 2,244,131 19 741,554 

R04 15,033 764,384,513 75 2,087,728 24 452,894 
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④その他の保険給付の支給                     （単位：件、円） 

年度 
出産育児一時金 葬祭費 傷病手当金 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

H30 43 17,677,730 126 6,300,000   

R01 70 29,069,551 141 7,050,000   

R02 27 11,198,679 139 6,950,000 0 0 

R03 37 15,498,110 143 7,150,000 8 355,059 

R04 31 12,977,540 126 6,300,000 24 706,767 

 

⑤徴収金の調定状況                 （単位：円） 

年度 第三者行為損害賠償金 徴収金・返還金 

H30 8,908,689 1,083,319 

R01 10,379,144 5,727,950 

R02 744,282 689,670 

R03 5,269,049 988,232 

R04 458,526 2,163,873 

 

⑥医療費諸率の県計との比較         （令和４年度分）しずおか茶っとシステムから 

諸率 島田市 県計 諸率 島田市 県計 

①費用額/人 359,349 363,326 ①費用額/人 0.99 1 

②受診率 1,169.21 1,096.17 ②受診率 1.07 1 

③費用額/件 30,734 33,145 ③費用額/件 0.93 1 

④日数/件 1.67 1.75 ④日数/件 0.95 1 

⑤費用額/日 18,437 18,887 ⑤費用額/日 0.98 1 

※左表は実数、右表は県計を１とした場合の 

 島田市の割合 

※単位 ①③⑤：円、②：％、④：日 

 ①１人当たり費用額 

 ③１件当たり費用額 

 ④１件当たり日数 

 ⑤１日当たり費用額 

 

 

 

費用額／人

受診率

費用額／件日数／件

費用額／日

島田市

県計
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⑦診療区分別の疾病分類統計         （令和４年度分）しずおか茶っとシステムから 

入院 

疾病名称（中分類） 費用額（円） 構成割合 

その他の悪性新生物 173,900,170 7.78% 

その他の心疾患 154,850,440 6.93% 

その他の神経系の疾患 106,400,940 4.76% 

統合失調症、妄想性障害等 102,733,060 4.60% 

脳梗塞 95,270,240 4.26% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入院外 

疾病名称（中分類） 費用額（円） 構成割合 

糖尿病 420,682,150 10.07% 

腎不全 403,385,840 9.65% 

高血圧性疾患 273,151,770 6.54% 

その他の眼及び付属器の疾患 231,680,640 5.54% 

その他の悪性新生物 205,761,240 4.92% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

円 

0 100,000,000 200,000,000 300,000,000 400,000,000

その他の悪性新生物

その他の心疾患

その他の神経系の疾患

統合失調症、妄想性障害等

脳梗塞

0 100,000,000 200,000,000 300,000,000 400,000,000

糖尿病

腎不全

高血圧性疾患

その他の眼及び付属器の疾患

その他の悪性新生物
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（３）保健事業 

事業名 事業概要 

健康診査事業 
生活習慣病の早期発見及び健康意識の高揚を図るため、人間ドック費用の一部を

助成する。 

訪問事業 多受診・重複受診者等を訪問し、患者や家族に対し適切な保健指導を行う。 

レセプト点検事業 レセプトの内容点検の充実により、医療費の適正化を図る。 

医療費通知事業 被保険者に医療費内容を通知し、健康管理を啓発し国保事業の健全運営を図る。 

後発医薬品差額通

知事業 

被保険者に後発医薬品を使用した場合の差額を通知し、医療費削減の啓発を図

る。 

特定健康診査事業 

生活習慣病の早期発見及び健康意識の高揚を図るため、健康診査を実施する。 

実施期間：毎年６月～翌年２月 

受診率：42.6%（令和４年度法定報告値） 

内臓脂肪症候群判定結果 

性別 基準該当者割合 予備群該当者割合 

男性 29.6% 12.9% 

女性 8.5% 4.0% 
 

特定保健指導事業 

特定健康診査の結果から指導基準に該当した方に、生活習慣改善の指導・助言を

行う。 

実施期間：毎年７月～翌年９月 

保健指導利用率（令和４年度法定報告値） 

区分 積極的支援 動機付け支援 

利用者の割合 83.5% 89.6% 

終了者の割合 73.0% 85.2% 
 

糖尿病性腎症重症

化予防事業 

医療費が高額となる人工透析治療への移行を予防することで、被保険者の健康増

進と医療費の適正化を図る。 

事業方針 

①糖尿病性腎症患者の早期発見 

 →尿中微量アルブミン検査の実施 

②糖尿病性腎症３期・４期患者の病診連携 

③特定健診受診率向上 

④市民への啓発活動の強化 

 →健康セミナー、健康啓発イベントなど 

糖尿病性腎症重症

化予防プログラム 

糖尿病性腎症２期・３期の方を対象とした保健指導プログ

ラム 

内容：面接、電話による保健指導、実施期間：６月間 
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事業名 事業概要 

広報・啓発事業 

①健診未受診者受診勧奨事業 

 →AI を活用した受診勧奨事業 

②日曜特定健診 

③イベント等におけるＰＲ 

 →世界糖尿病デーＰＲなど 

④国保新規加入者への特定健診の案内チラシ配布 

⑤保健委員、健康アンバサダーへの伝達 

⑥街頭広報 

⑦ポスター掲示 

⑧広報紙掲載 

健康セミナー事業 糖尿病性腎症重症化予防セミナーなど 

特定健診 40 歳前受

診勧奨事業 

35～39 歳（年度末時点の年齢）の方を対象に、特定健診・特定保健指導と同等の

健康診断、保健指導を実施することで、受診の習慣付け、若年からの生活習慣の

改善を図る。 

①若年層健診  受診率：10.1% 

②若年層保健指導  動機付け支援 実施率：75% 積極的支援 実施率：0% 

※受診率、実施率はともに令和４年度実績 

島田市ＴＥ・Ａプロ

ジェクト（減塩普及

啓発事業） 

高血圧などの生活習慣病予防のため、ＴＥ・Ａ（適塩アクション）プロジェクトとして

「適塩」の普及啓発を行う。 

適塩：適切な塩分摂取量を知り、適切な塩分の摂取を目指す取り組み 

【事業計画】 

年度 取組の概要 

令和４年度 
●普及・啓発キャラクターの制作 

●減塩、野菜摂取量の増加に関する動画配信 

令和５年度 
●健康づくり団体、食環境整備に関わる地域団体との連携 

●かんたん☆おいしい減塩メニューの普及 

令和６年度 

●民間企業を巻き込んだ食環境の整備 

 →庁内他部への協力連携依頼、飲食店、スーパー等との連

携・協働 

【事業実績（令和４年度）】 

１．適塩普及・啓発キャラクター「ヘルしろう」の制作 

２．適塩普及動画（計６本）の制作配信 
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（４）国民健康保険税の概要 

１．賦課の概要 

税・料の種別 税 

賦課期日 ４月１日 

賦課額 

①基礎課税額（医療費に充てる国保税） 

所得割率 均等割額 平等割額 

100 分の 6.6 27,800 円 21,600 円 

②後期高齢者支援金等課税額（後期高齢者医療制度に納める国保税） 

所得割率 均等割額 平等割額 

100 分の 1.9 8,000 円 8,000 円 

③介護納付金課税額（介護保険に納める国保税） 

所得割率 均等割額 

100 分の 1.8 12,600 円 
 

賦課限度額 
基礎課税額 

後期高齢者支援均等 

課税額 
介護納付金課税額 

650,000 円 200,000 円 170,000 円 

 

２．国保税の減額 

（ア）低所得者世帯に対する軽減 

 世帯の前年の所得額により、各区分（１の①～③）のそれぞれに以下の減額を適用 

前年の所得額 減額する割合 

｛43 万円＋（給与所得者等（※１）の数－１）×10 万円｝以下

の世帯 
均等割額・平等割額の７割 

｛43 万円＋（給与所得者等の数－１）×10 万円＋（被保険

者数（※２）×29 万円）｝以下の世帯 
均等割額・平等割額の５割 

｛43 万円＋（給与所得者等の数－１）×10 万円＋（被保険

者数×53 万５千円）｝以下の世帯 
均等割額・平等割額の２割 

※１：給与所得者等とは、一定の給与所得者（給与収入 55 万円超）と公的年金等の支給（60 万円

超（65 歳未満）または 110 万円超（65 歳以上））を受ける人をいう。 

※２：被保険者には、同じ世帯で国民健康保険から後期高齢者医療制度へ移行した人を含む。 

 

（イ）未就学児均等割額に対する軽減 

 未就学児（０歳から６歳に達する日以後最初の３月 31 日までの児童）１人につき１の①②の均等割

額それぞれに５割の軽減を適用 
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※上記（ア）の対象世帯は上記の軽減適用後の額に本軽減を適用 

（ウ）特例対象被保険者等（非自発的失業者）に対する軽減 

 会社の倒産や解雇等の理由により国民健康保険に加入した被保険者（非自発的失業者）に、申

請に基づき所得割の算定対象となる所得の軽減を適用 

対象 失業日に 65 歳未満の雇用保険の特定受給資格者又は特定理由離職者 

軽減期間 離職日の翌日の属する月から当該月の属する年度の翌年度末まで 

軽減内容 離職者の所得額のうち、給与所得を 100 分の 30 として所得割額を算定 

 

（エ）後期高齢者医療制度の創設に伴う保険税の緩和 

 後期高齢者医療制度の創設により、国保税が急激に増加することがないよう激変緩和措置を実施 

 ⓐ特定同一世帯・特定継続世帯（国保加入者が１人だけの世帯）での軽減 

対象 
国民健康保険の被保険者が後期高齢者医療制度に移行することにより、当該被

保険者と引き続き同一世帯であり、国保加入者が１人となる世帯 

軽減期間 ５年間（特定同一世帯）、その後３年間（特定継続世帯） 

軽減内容 特定同一世帯：平等割の２分の１ 特定継続世帯：平等割の４分の３ 

 ⓑ旧被扶養者（社会保険等で扶養されていた人）に対する軽減 

対象 
社会保険の被保険者が後期高齢者医療制度に移行することにより、当該被保険

者に扶養されていた人が国民健康保険に加入する場合 

軽減期間 資格取得日から２年経過した日の属する月まで（均等割、平等割のみ） 

軽減内容 

所得割：免除 

均等割：２分の１（（ア）の７割・５割軽減対象の世帯には適用しない） 

平等割：２分の１ 

 

３．国保税の減免 

 災害で資産の損失が著しいと認めるときや、失業・廃業・災害・疾病等により所得が著しく減少した

ときなどのやむを得ない事情により、国保税の納付が困難な場合は、申請により国保税の減額又は

免除を行う。 

 

４．納期 

区分 納付方法 納期 

普通徴収 納付書又は口座振替 ７月～２月の各月末日（※） 

特別徴収 公的年金からの天引き ４月～２月の年金支給日 

（※）当該日が土・日・休日の場合は当該日の翌日 
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①国保税賦課割合及び税率 

区分 
令和４年度 令和５年度 

医療分 支援金分 介護分 医療分 支援金分 介護分 

賦
課
割
合(

％) 

所得割 51.82 49.63 55.92 51.06 48.85 55.54 

均等割 32.77 31.37 44.08 33.08 31.63 44.46 

平等割 15.41 18.99 - 15.86 19.52 - 

税
率 

所得割（％） 6.60 1.90 1.80 6.60 1.90 1.80 

均等割（円） 27,800 8,000 12,600 27,800 8,000 12,600 

平等割（円） 21,600 8,000 - 21,600 8,000 - 

賦課限度額（円） 630,000 190,000 170,000 650,000 200,000 170,000 

法定賦課限度額（円） 650,000 200,000 170,000 650,000 220,000 170,000 

 

②国保税１世帯当たり及び被保険者１人当たり調定額           （本算定時） 

区分 令和４年度 令和５年度 

一
世
帯
当
た
り 

調定額 

医療分 102,423 円 99,369 円 

支援金分 30,678 円 29,804 円 

介護分 27,746 円 27,026 円 

前年比 

医療分 0.91% △2.98% 

支援金分 △2.25% △2.85% 

介護分 0.01% △2.59% 

一
人
当
た
り 

調定額 

医療分 65,759 円 65,191 円 

支援金分 19,696 円 19,553 円 

介護分 22,343 円 21,854 円 

前年比 

医療分 2.94% △0.86% 

支援金分 △0.28% △0.73% 

介護分 1.15% △2.19% 
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③軽減の状況                             （本算定時） 

年度 区分 
対象世帯数（世帯） 軽減税額（円） 

７割 ５割 ２割 計 均等割額 平等割額 計 

R01 

医療分 3,151 2,085 1,704 6,940 140,922,574 70,131,105 211,053,679 

支援金分 3,151 2,085 1,704 6,940 40,553,074 25,974,303 66,527,377 

介護分 1,182 668 608 2,458 17,431,995 0 17,431,995 

R02 

医療分 3,110 2,150 1,630 6,890 141,331,725 70,289,865 211,621,590 

支援金分 3,110 2,150 1,630 6,890 40,670,835 26,033,131 66,703,966 

介護分 1,168 663 575 2,406 17,013,360 0 17,013,360 

R03 

医療分 3,174 2,090 1,611 6,875 140,227,787 70,538,850 210,766,637 

支援金分 3,174 2,090 1,611 6,875 40,353,122 26,125,316 66,478,438 

介護分 1,130 635 528 2,293 16,431,975 0 16,431,975 

R04 

医療分 3,187 2,031 1,549 6,767 135,666,383 68,587,965 204,254,348 

支援金分 3,187 2,031 1,549 6,767 39,040,404 25,402,676 64,443,080 

介護分 1,149 579 498 2,226 16,042,110 0 16,042,110 

R05 

医療分 3,153 1,984 1,493 6,630 131,817,049 67,123,350 198,940,399 

支援金分 3,153 1,984 1,493 6,630 37,932,709 24,860,249 62,792,958 

介護分 1,169 575 449 2,193 16,085,475 0 16,085,475 

 

④納付方法別割合                           （本算定時） 

年度 
世帯数（世帯） 割合（%） 

口座振替 直納 特徴のみ 計 口座振替 直納 特徴のみ 計 

R01 7,022 3,724 2,557 13,303 52.8 28.0 19.2 100 

R02 6,918 3,704 2,412 13,034 53.1 28.4 18.5 100 

R03 6,752 3,536 2,528 12,816 52.7 27.6 19.7 100 

R04 6,798 3,671 2,320 12,789 53.2 28.7 18.1 100 

R05 6,480 3,593 2,138 12,211 53.1 29.4 17.5 100 
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⑤令和５年度所得段階別の世帯数   （本算定時における賦課期日（４月１日）現在の状況） 

区分 所得なし 50 万円以下 50～100 万円 100～200 万円 200～300 万円 

世帯数 

（世帯） 
3,080 1,841 1,795 2,819 1,276 

割合（%） 25.4 15.2 14.8 23.3 10.5 

被保険者数 

（人） 
3,578 2,377 2,607 4,601 2,393 

割合（%） 19.4 12.9 14.2 25.0 13.0 

区分 300～500 万円 500～700 万円 700～1000 万円 1000 万円以上 計 

世帯数 

（世帯） 
852 244 110 96 12,113 

割合（%） 7.1 2.0 0.9 0.8 100 

被保険者数 

（人） 
1,735 579 292 252 18,414 

割合（%） 9.4 3.1 1.6 1.4 100 

 

⑥国保税収納状況                           （単位：円） 

年度 

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

現
年
課
税
分 

調定額 1,908,532,000 1,918,235,400 1,876,899,800 

収納額 1,867,234,898 1,878,945,402 1,823,916,032 

未納額 41,297,102 39,289,998 52,983,768 

収納率（%） 97.84 97.95 97.18 

滞
納
繰
越
分 

最終調定額 298,441,970 250,426,221 189,802,757 

収納額 70,084,654 41,894,540 34,343,244 

不能欠損 

処分額 
19,696,739 59,853,882 34,822,363 

未納額 208,660,577 148,677,799 120,637,150 

収納率（%） 23.48 16.73 18.09 
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４．国民健康保険財政 

令和４年度島田市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の状況 

（ア）歳入                                               （単位：千円） 

科目 
本年度 

前年度 前年度比（%） 
金額 構成比（%） 

１ 国民健康保険税 1,858,259 19.2 1,920,840 96.7 

  現年課税分 1,823,916 18.8 1,878,945 97.1 

  滞納繰越分 34,343 0.4 41,895 82.0 

２ 使用料及び手数料 78 0.0 89 87.6 

３ 県支出金 6,437,274 66.4 6,535,471 98.5 

４ 財産収入 51 0.0 51 100.0 

５ 繰入金 669,261 6.9 657,917 101.7 

６ 繰越金 673,178 6.9 617,766 109.0 

７ 諸収入 63,444 0.7 65,947 96.2 

８ 国庫支出金 0 0.0 1,862 0.0 

歳入合計 9,701,545 100 9,799,942 99.0 

 

（イ）歳出                                               （単位：千円） 

科目 
本年度 

前年度 前年度比（%） 
金額 構成比（%） 

１ 総務費 157,077 1.7 149,610 105.0 

2 保険給付費 6,259,819 69.7 6,340,048 98.7 

  療養給付費 5,414,970 60.3 5,506,746 98.3 

  療養費 34,692 0.4 38,085 91.1 

  審査支払手数料 25,037 0.3 21,700 115.4 

  高額療養費 765,129 8.5 750,506 101.9 

  移送費 0 0.0 0 - 

  出産育児諸費 12,984 0.1 15,506 83.7 

  葬祭費 6,300 0.1 7,150 88.1 

  傷病手当費 707 0.0 355 199.2 

３ 事業費納付金 2,394,834 26.7 2,481,276 96.5 

４ 共同事業拠出金 0 0.0 0 - 

５ 保健事業費 119,068 1.3 119,045 100.0 

６ 基金積立金 51 0.0 51 100.0 

７ 公債費 0 0.0 0 - 

８ 諸支出金 47,747 0.5 36,735 130.0 

9 予備費 0 0.0 0 - 

歳出合計 8,978,596 100 9,126,765 98.4 

 

歳入歳出差引額         722,949 千円 
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５．国民健康保険事業費納付金 

【国民健康保険事業費納付金の概要】 

 都道府県単位の国民健康保険の事業費に対して、市町村が被保険者からの保険料等を財源とし

て都道府県に納める納付金 

（ア）国民健康保険事業費納付金の推移                            （単位：千円） 

年度 医療分 後期支援金分 介護納付金分 合計 前年度比（%） 

H30 1,744,677 627,131 197,232 2,569,040 - 

R01 1,758,258 617,355 202,780 2,578,393 100.4 

R02 1,768,867 604,191 208,406 2,581,464 100.1 

R03 1,690,471 593,742 197,063 2,481,276 96.1 

R04 1,626,333 573,426 195,075 2,394,834 96.5 

 

【標準保険料率の概要】 

 事業費納付金の納付に要する保険料総額から算定した保険料率 

（イ）標準保険料率の推移                                     （単位：%、円） 

年度 
医療分 後期支援金分 

所得割率 均等割額 平等割額 所得割率 均等割額 平等割額 

H30 6.46 24,725 17,795 2.47 9,642 6,940 

R01 6.94 26,798 19,076 2.57 10,048 7,152 

R02 6.98 27,590 19,402 2.54 10,041 7,061 

R03 6.93 27,560 19,353 2.53 9,973 7,003 

R04 7.05 28,198 18,690 2.6 10,250 6,794 

 

年度 
介護納付金分 

所得割率 均等割額 

H30 2.13 14,457 

R01 2.22 15,763 

R02 2.31 16,637 

R03 2.23 16,067 

R04 2.34 16,761 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※中央の緑茶化計画ロゴマークの解説 

 島田市民の生活や文化に根ざしている「お茶」をイメージ 

化しつつ、基準色を緑としました。 

                              島田の「島」を「縞」模様、島田の田を「田んぼ形」、「日の 

丸」の形状、「大井川」の川を 3 本の青い縦線、「島田を代表す 

る 3 つのお茶」（島田茶、金谷茶、川根茶）を 3 本の緑の模様、 

それを「結」ぶことでロゴ化しました。 

それらを結ぶことで、日本の伝統的な模様である「算木くず 

し」となるようにもしました。 

 

減塩普及啓発キャラクター 

ヘルしろう 


